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する。その合意に基づき、安倍政権は 2014 年 4 月に消費税を 5% から 8% に引き上げ、2015
年 10 月に 10% の引上げる予定だ。ようやく重い腰を上げ、財政再建策に着手したかにみえる。
ところが、日本の財政状況は消費税を少々上げたくらいで改善できるものではない。それ
は、財務省が発表している「一般会計における歳出・歳入の状況」をみれば、すぐわかる。最
新の 2014 年度政府案によると、税収は 50.0 兆円で、歳出は 95.9 兆円だ。だから、税収不足
は 45.9 兆円にのぼり、公債発行を 41.3 兆円予定している。
財務省関係者は、消費税は所得税や法人税とは違って、景気に左右されることが少ない安
定財源だ。消費税 1 パーセント分の税収は約 2 兆円なので、2015 年に税率 10% にまで上げ
れば 10 兆円の増収が確保でき、財政再建のステップが踏み出せると主張する。しかし、2014
















料が含まれる。スウェーデン語で言えば、skatt と sociala avgift が含まれる。社会保険料は、
その強制性と普遍性からみて、明らかに“税”だ。ところが、日本では、租税は財務省、社会
（注 1）井手英策（2013）『日本財政　転換の指針』岩波新書。第 3 章「日本社会の何が壊れてしまったのか」をみよ。
（注 2）伊藤正純（2013）「スウェーデン 二元的所得税論のもとでの応能負担原則に基づく課税」『摂南経済研究』
第 3 巻 第 1・2 号 。

























ら 2012 年 12 月 31 日現在の「国の貸借対照表」を作成する。ここで国と言っているのは一般
政府である。それによると、資産の部の合計は 1,092 兆円で、その内訳は金融資産が 518 兆円、
固定資産が574兆円だ。これに対して、負債の部は負債の合計が1,130兆円で、その内訳は国債・
地方債が 915 兆円、借入金が 163 兆円、その他の負債が 52 兆円である。国債・地方債はまだ
1,000兆円を超えていないが、負債の合計はすでに 1,000兆円を超えている。ただ、資産が 1,092
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を 50% 以下にとどめるべきだ」と指摘し、その理由として、「国民負担率が 50% を超えると
国際競争力を失う」からだと説明した。そしてこれ以降、これが自民党や財界の一貫した方針
となり、「小さな政府」論だけが一人歩きする状況が生まれた。なお、ここでいう国民負担率









ところがよく見ると、この図の実質 GDP 増加率のデータは、OECD の National Accounts か





では、実質 GDP 成長率はどうなっているのか。リーマン・ショックが起きた 2008 年から
2013 年までの実質 GDP 成長率を比較すると、国民負担率が低い日本の方が負担率が高いス
ウェーデンより成長率は概して低い。日本は、2008 年（－ 1%）、2009 年（－ 5.5%）、2010
年（4.7%）、2011 年（－ 0.5%）、2012 年（1.4%）、2013 年（1.5%）であるが、これに対して
（注 5）私が執筆している研究会「職場の人権」の HP に連載している「日本とスウェーデン」の第 6 回「国際競
争力と国民負担率とは無関係（2010/9/9）」をみよ。
（注 6）『平成 15 年度版　年次経済財政報告書』212 ページ。
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スウェーデンは、2008 年（－ 0.8%）、2009 年（－ 5.0%）、2010 年（6.3%）、2011 年（3.0%）、
2012 年（1.3%）、2013 年（1.5%）である（注 7）。
井上誠一は「純負担率」と「国民還元率」を取り上げて、国際比較する。計算式は、A: 国
民負担率（租税・社会保障負担の対 GDP 比）と、B:「社会保障給付費の対 GDP 比」から、
国民の「純負担率」（A － B）と、社会保障給付費による「国民還元率」（B ÷ A）を算出する。
井上が計算した 1998 年のデータを示すと、純負担率では、日本 12.1%、スウェーデン 20.6%
でスウェーデンの方が負担が重い。しかし、財政収支（赤字か黒字か）を考慮した「修正純負
担率」でみると、日本 17.6%、スウェーデン 18.5% でほとんど差がない。また「国民還元率」
は日本 54.9%、スウェーデン 60.1% で、スウェーデンが日本を 5.2 ポイント上回っているが、「修
正国民還元率」でみると、日本 45.5%、スウェーデン 62.6% で、その差は 17.1 ポイントと広
がる。スウェーデンは負担の 6 割強が国民に還元されているが、日本は 4 割強しか還元され
ていない（注 8）。
井手英策も「純公的負担率」の国際比較をおこなっている。純公的負担率は、国民負担率
（対 GDP 比）にフローの財政赤字（対 GDP 比）を加えた潜在的な国民負担比率から、受益
を意味する医療、教育、社会保障（social protection）の対 GDP 比を差し引いたものである。










2011 年の一般政府でみた公債残高は、スウェーデンは対 GDP 比 49%、日本は 211% だ。
これに対し、2012 年の政府への信頼は、スウェーデンは 63% で、日本は 17% である（注 10）。









（注 10）OECD（2013）, Government at a Glance,p.32.
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来、発行していない年は、1990 年度から 93 年度までの 4 年間だけである。確定データであ
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対GDP比（％） 図１ スウェーデンと日本の国民負担率の推移 1965‐2011
図 1　スウェーデンと日本の国民負担率の推移 　1965-2011
















図 2 の「スウェーデンの国民負担率の推移」は、OECD（2008）, Economic Surveys, 
SWEDEN から作成した（注 12）。データが連続するのは 1965 年以降である。下から個人所得税、
法人所得税、財産課税で、ここまでが直接税で、その上の消費課税が間接税で、いちばん上が






































































































個人所得税 法人所得税 財産課税 消費課税 社会保険料賃金課税対GDP比（％）
図 2　スウェーデンの国民負担率の推移 　1955-2007 年
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その負担率を社会保険料等負担率と言う。また、OECD の RS における大分類の税目は、社
会保険料を除き、××課税と訳し、中分類、小分類の税目は××税と訳した。
図 2 をみると、スウェーデンの国民負担率が 30% 台に入るのは 1965 年（35.1%）、それが
40% 台になるのが 1974 年（40.2%）、そして 50% 台に乗るのが 1987 年（52.1%）からである。
ただし、50% 台は 1987-1990 年の 4 年間と 1997-2000 年の 4 年間だけで、それも 50~52% 台
に留まっている。50% 台から 40% 台に戻るのは、世紀の税制改革をおこなった 1991 年から
だが、減少しても 49% 台で、日本よりはるかに高い。
社会保険料負担率は、1955 年 0.5%、1960 年 1.2% ときわめて小さい。それが 1965 年にな
ると 4.3% と高くなる。実は、スウェーデンの福祉国家が本格的に始動しだすのは、1960 年
の国民付加年金導入からで、社会保険制度が整備・拡張されるなかで社会保険料等負担率は上
昇する。ただ、その上昇幅はあまり大きくはない。
スウェーデンの国民負担率の特徴は、1976 年に社会保険料等負担率が 10% を超えてから、
極めて安定的に推移していることである。1976 年の国民負担率は 45.3% で、その内訳は租
税負担率 32.6%、社会保険料等負担率 12.7% である。以下、主な節目の年の国民負担率とそ
の内訳をあげると、1991 年が 49.8% で内訳は 33.6% と 16.2%、財政収支が黒字に転換する
1998 年が 51.1% で内訳は 34.7% と 16.4%、2006 年の総選挙で中道右派が政権を取った翌年
の 2007 年は 48.2% で、内訳は 32.9% と 15.3% である。この資料で取れるのは、この 2007
年までである。
1991 年は世紀の税制改革の年だが、同時にバブル経済が崩壊した年でもある。国民負担率
は、前年（1990 年）の 52.1% から 49.8% と 2.3 ポイントの大幅減である。大幅減の原因は、
個人所得税が 16.7% と前年より 3.4 ポイントも落ち込んだからだ。個人所得税の限界税率が
66.16% から 51.15% と大幅に引き下げられた。なお、租税負担率は 3.0 ポイントの減、社会
保険料等負担率は 0.7 ポイントの増である。1991 年の税制改革では、モムセンという付加価
値税（日本の消費税に相当）の最高税率も 25% に引き上げられた。では、消費課税の全税収
に占める割合は上がったのか。13.2% と前年より 0.1 ポイント上がったにすぎない。他の消費


















入された特別賃金税（Särskild löneskatt）である。これは、前年までに 65 歳に到達した従
業員について、雇用主が社会保険料の代わりに賃金総額の 24.26% の税率で中央政府に納める






る財務省のデータ（注 14）から、対 GDP 比でみた租税負担率（図では地方税 + 国税の高さ）お
よび潜在的国民負担率（図では国民負担率 + 財政赤字の高さ）を算出して作成した。OECD デー
タで作成した図 1 と比較すると、OECD の 2011 年の国民負担率は 28.6％だが、この財務省デー
タの 2011 年度のそれは 29.3％である。暦年と年度の違いもあり、また集計方法が異なるかも
知れないが、0.7 ポイントの差がある。なお本稿では、財務省が公表している対国民所得（GNI）
比の国民負担率はいっさい使わない。




最下層の地方税をみると、1979 年度に 6% 台に入って以降は 6~7% 台で安定的に推移して
いる（2008 年度は 8.0%）。ところが、国税は 1987-1991 年のバブル経済の頃は 13.2~13.9%
と高いものの、その後は落ちている。図をみると、租税負担率も減少気味だが、それは国税収
入が落ちているからである。これに対して、社会保険料負担率はバブル経済の頃は 7.8~8.1%
だった。それが 1995 年度に 9% 台に入り、2001 年度に 10% 台、2007 年度に 11% 台、2010
年度に 12% 台と年々高くなっている。そして 2012 年度にはついに 13% 台目前の 12.9% にま
でなっている。赤字国債を本格発行した 1975 年度の社会保険料負担率は 6.1% だったので、
倍増している。ここに最大の問題が隠されていることがわかる（後述）。ちなみに 1975 年度
の財政赤字は 6.1% で、その後、1989-1991 年のバブル期に 0.8-0.1% と激減するが、1992 年
に 3.4% になってからは財政状況がもっともよくなった好景気の 2007 年度に 2.5% に下がる
ものの、リーマン・ショックの翌年の 2009 年度は 9.3% と過去最高となる。2012 年度の財政






















































































































地方税 国税 社会保険料 財政赤字


















民の思考を「量入制出」に誘導しようとする。2014 年度の一般会計予算の税収 + 税外収入は
54.6 兆円、一般会計の歳出は 95.9 兆円なので、公債金収入 = 借金は 41.3 兆円。その結果、
年度末の公債残高は 780 兆円になる。これは、「月収 30 万円の家計にたとえると、一か月あ
たり 23 万円の借金をして、毎月の家計を成り立たせていることになり、5,143 万円強のロー

















（注 15）井手英策（注 1）、192 ページ。
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は、「不確実な未来の選択は ､ 全ての社会の構成員の掛け替えのない能力を結集して ､ その共
同意思決定に委ねたほうが ､ 誤りのない最善の選択が可能になる」という信念である。そして













これに対して、日本は駒村康平が言う（注 19）ように、「税 ､社会保険料 ､労働保険料の徴収体制」
（注 18）ちなみに 2012 年のスウェーデンの地方政府がおこなった現金給付を含む移転支出は、全移転支出中のたっ
た 6％だ。また、スウェーデンの公共事業（= 総固定投資）はもともと少ない。2012 年の一般政府でみて、
総支出の 7.0％しかない。その内訳は国（中央政府）が 3.2％、地方政府が 3.8％だ。総支出の大半は消費
支出（53.3％）と移転支出（38.1％）である。SCB,Tabellavsnitt_offentlig_ekonomi 2014
（注 19）駒村康平『日本の年金』岩波新書、2014 年、158-159 ページ。番号は伊藤が入れた。
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が分散している ｡「（1）国税庁が地方消費税も含む国税を ､（2）税関が輸入貨物にかかる消
費税と関税 ､（3）市町村が地方税 ､ 国民健康保険料 ､ 介護保険料 ､（4）日本年金機構が厚生
年金保険料 ､（5）協会けんぽが加入者の健康保険料と介護保険料 ､（6）労働局が雇用保険料





徴収のためのコストは 2003 年時点で約 2 兆円と推計している ｡ さらに ､ 国民年金にいたって
は 2 兆円の徴収のために 900 億円のコストをかけている」と指摘する ｡
西沢和彦は、日本では「所得情報が国税庁と地方自治体に分散している」と指摘する。そ
のうえ「クロヨン（捕捉率が給与所得者 9 割、自営業者 6 割、農民 4 割）と言われるように、









図 4 は、RS 2013 から作成したスウェーデンの主要税目の税収の推移（百分率）である。
1965 年から 2011 年までの連続データが唯一取れたものなので、取り上げた。図に書き込ん





ていない。そこで、手元にある RS の各年版からデータが拾える分だけ書き込んだ。2011 年
の賃金課税の割合は 10% なので、社会保険料等の割合は 33% となり、消費課税の 29% より
大きい。1991 年の税制改正によって所得課税の割合は 37% と急減する。ところが日本と違っ
て、その後、持ち直し、1994 年には 42% にまで戻る。ただ、その後は、その割合を少し下げっ
ていくが、それでも 2011 年の割合は 35% で、次にみる日本より高い。なお、スウェーデン
の財産課税の割合は最初からきわめて小さい。






















































































































































































































































割合の異常な下がり方だ。1990 年は 50% だったのが、1994 年の 39% 以降、急降下している。
所得税の減税が続いたからである（後述）。1998 年に 34% まで割り込み、リーマン・ショッ












表 1 のスウェーデンの個人所得税の推移からみていく。バブル経済絶頂の 1990 年に 20.1%
と最高を示す。そのバブル経済が 1991 年に崩壊し、1993 年まで戦後最大の経済不況に落ち
入る。また 1991 年には、二元的所得税論を採り入れ、個人所得税の限界税率（最高税率）を
大幅に引き下げる世紀の大税制改革がおこなわれる。この結果、1995 年には 15.9% にまで落





表 1　スウェーデンと日本　主要税目の税収の推移　対 GDP 比（％）
（出所）OECD,RS,2004,2010,2013 版より作成
 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
S 個人所得税 18.4 20.1 15.9 17.1 15.4 15.4 14.6 13.8 13.4 12.7 12.2
S 法人所得税 1.7 1.6 2.8 3.9 3.7 3.6 3.7 3.0 3.0 3.5 3.2
S 消費課税 12.6 13.0 13.4 12.7 12.8 12.6 12.6 12.9 13.5 13.4 12.9
S 社会保険料等 13.6 15.5 14.1 15.8 15.4 15.0 15.0 15.4 15.3 14.6 14.5
J 個人所得税 6.7 8.1 6.0 5.7 5.0 5.2 5.6 5.7 5.4 5.1 5.3
J 法人所得税 5.7 6.5 4.3 3.7 4.3 4.7 4.8 3.9 2.6 3.2 3.4
J 消費課税 3.8 4.0 4.2 5.2 5.3 5.2 5.1 5.1 5.1 5.2 5.3
J 社会保険料 8.2 7.7 9.0 9.5 10.1 10.2 10.4 11.1 11.0 11.3 11.9
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では、2007 年に 14.6% に落ち、以後、2011 年には 12.2% にまで低下しているのは、なぜか。
その最大の要因は、2006 年秋の総選挙に勝利した中道右派政権（首相は穏健党［保守党］の
ラインフェルト）が 2007 年に導入した勤労所得税額控除（Jobbskatteavdrag）である。年間
の控除総額は、2007 年 404 億 7500 万クローナ、2008 年 534 億 6700 万クローナ、2009 年
651 億 9500 万クローナ、2010 年 768 億 1200 万クローナ、2011 年 803 億 5900 万クローナ（12
円で換算して 9,643 億円）と、毎年増加している（Skatteverket,2013,s.133）。このため、個
人所得税の割合が低下していった。
























































100,000 6,482 6.5 7,706 7.7 8,716 8.7 8,776 8.8 8,950 9.0 9,001 9.0
150,000 7,578 5.1 9,186 6.1 10,823 7.2 10,863 7.2 10,905 7.3 10,923 7.3
200,000 9,676 4.8 11,780 5.9 13,897 6.9 13,940 7.0 13,981 7.0 13,981 7.0
250,000 11,774 4.7 14,374 5.7 16,970 6.8 17,018 6.8 17,057 6.8 17,085 6.8
300,000 13,734 4.6 16,970 5.7 19,953 6.7 20,088 6.7 20,133 6.7 20,166 6.7
350,000 14,460 4.1 18,133 5.2 21,024 6.0 21,256 6.1 21,862 6.2 22,097 6.3
400,000 14,460 3.6 18,133 4.5 21,024 5.3 21,256 5.3 21,862 5.5 22,128 5.5





2008 2009 2010 2011
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な懸念が 2014 年秋の総選挙での争点になった（注 22）。
では、全額国税である法人税はどうか。スウェーデンの法人税率は、1990年 53%と高かった。
それを 1991 年の税制改革で個人金融所得税の税率に合わせて 30.0% に引き下げた（この税率
は当時の地方個人所得税率の平均でもある）。そしてその後のグローバル競争のなかで、1994
年 28%、2009 年 26.3%、そして 2013 年 22% と徐々に引き下げていった。リーマン・ショッ





消費課税全体の税収は、対 GDP 比で 12~13% 台と安定的に推移している。
では、社会保険料等はどうか。図 1 でみたように、社会保険料収入は低下しているが、賃
金課税収入が増加したため、社会保険料等の税収は 1990 年以降、15~14% 台で安定的に推移
している。スウェーデンの社会保険料はほぼ全額、雇用主負担である。2011 年の雇用主負担
の税収は、社会保険料 7.4% と賃金課税 4.4% の合計の 11.8% で、雇用主負担の税収は 12%
前後で高位安定的に推移している。表 1 では区分してないが、被用者負担の社会保険料も




策がおこなわれていた 1995 年を比べればよく分かる。個人所得税収は 8.1% から 6.0% に 2.1





税、法人税、消費税の 3 税の税収実額での推移の要点を記す（注 23）。特に、所得税と法人税の
税収減少は凄まじい（注 24）。
所得税収はバブル絶頂期の 1991 年度 26.7 兆円をピークに急降下し、アメリカと中国向け
（注 22）2014 年 9 月 14 日のスウェーデンの総選挙（投票率 85.8%）の結果は、右派ブロック（穏健党 + 中央党 +
自由党 + キリスト教民主党）が負け、左派ブロック（社会民主党 + 環境党 + 左党）が勝った。ところが
よく見ると、右派ブロックの票が極右のスウェーデン民主党に流れただけだった。これは、2010 年と今
回の選挙での得票率の変化からわかる。穏健党が 30.1% から 23.3% へと 6.8 ポイントの大幅減、スウェー
デン民主党が 5.7% から 12.9% へと 7.2% の大幅増、そして社会民主党が 30.7% から 31.0% へと 0.3 ポ






の輸出が好調で、企業業績が向上した 2007 年度でも 16.1 兆円までしか回復していない。ピー
ク時の 6 割しかなく、10 兆円以上の減収である。法人税のピークは 1989 年度の 19.0 兆円で、
これも所得税と同じように急降下している。輸出が好調だった 2006 年度は 14.9 兆円、2007
年度は 14.7 兆円にまで持ち直すが、2008 年 9 月のリーマン・ショックの影響が現れた 2009
年度は 6.4 兆円に激減している。ピーク時の 3 割強の税収しかない。12 兆円以上の減収だ。
いまそれが 10 兆円近くにまで戻っている。
消費税収の推移は、税率 3% で導入された 1989 年が 3.3 兆円だった。その税収が増加する
のは税率を 5% の引上げた 1997 年からで、1997 年度は 9.3 兆円と前年度より 3.2 兆円増加し、
翌 1998 年度からは 10 兆円を超えるようになる。現在は、消費税収は税率を 1% アップすれ
ば 2 兆円の増収だといわれているが、当時は 2% 税率アップしても 4 兆円の増収にはなってい
ない。2014 年 4 月に消費税率は 8% と 3% 引き上げられた。財務省は、2014 年度 14.8 兆円
と前年度より 4.2 兆円より多くなると見込んでいるが、はたしてそうなるかどうかはわからな





分に見合う所得税の減税という形で、所得税の本格改正を決定するのは、1988 年 12 月であ
る。1989 年から大幅な減税が始める。国税の所得税はその刻みを 5 段階に減らし、最高税率
を 50% に下げた。地方住民税の最高税率の 15% を加えても 65% だ。次の大改正は 1999 年だ。
国税の刻みは 4 段階で最高税率は 37%、地方住民税の最高税率 13% を加えても 50% だ。そ
して次の 2007 年の改正では、刻みを 6 段階に増やし、国税の最高税率を 40% に引き上げたが、
地方住民税の最高税率を 10% に引き下げたため、国税と地方税を合わせた最高税率は 50% の
ままだ。この減税は富者だけでなく、所得中間層にも“恩恵”をもたらした。
この所得税率の引き下げのほかに、証券優遇税制と言われる減税もおこなわれた。2003 年
1 月（全面的には 2004 年 1 月）から、上場株式等の配当等及び譲渡益に対する税率は 10% の
軽減税率となった。そのため、2008 年分申告納税者の所得税負担率をみると、年収が 1 億円
を超えると、所得税負担率が急減するようになった（注 25）。これは、明らかに富者だけのため





1 年継続して働いた男性勤労者の給与手当は、1997 年の 462 万円がピークで、それが 2011
には 428万円にまで落ちている。賞与を加えても 1997年の 577万円が 504万円に落ちている。
（注 25）峰崎直樹「民主党はなぜ消費税に舵を切ったのか」『世界』2012 年 3 月、参照。
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本税率だけをみている）がもっとも高かったのは、1984 年から 1986 年の 43.3% で、それ
が 42%、40% と下がり、1990 年には 37.5% と 30% 台に入る。そして、1998 年には 34.5%、







考えで、1990 年に 37.5% に引き下げたときから言われていた。
では、実際の法人税収の推移はどうなったのか。
法人税率が 43.3% から小刻みに引き下げられていた時期は、バブル期（1986 年 12 月
~1991 年 2 月）と重なったこともあり、税収は伸びた（1989 年の 19.0 兆円がピーク）。と
ころが、バブル絶頂期の 1990 年に税率を 37.5% に下げて以降、税収が急減する。1990 年度
18.4 兆円あった法人税収が、1991 年のバブル崩壊によって急減し、1992~1995 年度は 13~12
兆円である。景気が回復し始めた 1996 年度には 14.5 兆円と持ち直すが、1997 年度からまた
減収に転じる。外需（特に中国とアメリカの景気）に支えられて景気回復した 2006 年度は
14.9 兆円、2007 年度は 14.7 兆円と、久しぶりに法人税収は増加に転ずるが、しかし、2008
年 2 月の景気循環の山が過ぎ、同年 9 月のリーマン・ショックによって、輸出産業である製
造業が大不況に陥り、派遣労働者や請負労働者の首切りが続出、12 月から翌年初めにかけ「年
越し派遣村」が作られる事態となると、法人税収は激減する。2009 年度の税収は 6.4 兆円だ。
ピーク時の 3 分の 1 しかない。法人税率は 2012 年に現在の 25.5% に引き下げられ、景気循






















私は以前、スウェーデンの一般政府を構成する 3 つの政府の 2006 年の歳入・歳出について
次のように書いた。「国の歳入は税収が 7 割、社会保険料収入が 2 割強である。地方政府の歳
入は税収が 7 割弱で、その他の移転収入が 2 割強だが、その 94% は国からの移転である。社
会保険料収入はほとんどない。（老齢）年金基金［ここでいう社会保障基金］の歳入は社会保











2007 2008 2009 2010 2011 2007 2008 2009 2010 2011 2007 2008 2009 2010 2011
各政府税収計 56.1 53.2 51.2 52.3 51.5 32.5 34.8 36.4 35.6 35.9 11.4 11.9 12.4 12.2 12.7
所得課税 6.4 2.4 0.0 1.1 0.2 32.5 34.0 35.5 34.6 34.9
個人所得税 -1.5 -4.0 -6.5 -6.5 -7.2 32.5 34.0 35.5 34.6 34.9
法人所得税 7.9 6.5 6.5 7.7 7.3
社会保険料 14.7 13.0 12.1 12.9 10.3 11.4 11.9 12.4 12.2 12.7
被用者負担 5.5 5.7 6.0 5.9 6.1
雇用主負担 14.6 12.9 12.2 13.1 10.7 5.7 6.0 6.2 6.0 6.4
自営業者等負担 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
分類外の負担 -0.2 -0.2 -0.4 -0.4 -0.6
賃金課税 5.7 8.4 8.5 7.1 10.1
財産課税 2.5 1.5 1.4 1.5 1.4 0.0 0.8 0.9 0.9 0.9
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は社会的保護（老齢年金）だけである」（注 27）と。このように、地方政府は現物給付を、社会
保障基金は現金給付をおこなっている。
このことを踏まえて、表 3 が示す 2007 年から 2011 年最近のデータをみていく。
まず各政府税収計の推移をみる。中央政府の割合が 2007 年から 2011 年で 4.6 ポイント減
少しているのに対して、地方政府は 3.4 ポイント、社会保障基金は 1.3 ポイント増加している。
その最大の原因は、中央政府の個人所得税の割合がマイナスになっており、しかもそれが増加
していることだ。第 3 節で説明したように、勤労所得税額控除の実施は 2007 年からだ。この
減税の特徴は、低所得者に手厚いことである。ところが、スウェーデンの個人所得税において
は、地方所得税と国所得税が一体のものとして繋がっている。2013 年の 65 歳未満の人の個
人所得税で説明する。年収 42 万 6,300 クローナ（12 円換算で 511 万 5,600 円）までの人は、
地方税しか払わない。地方税の最高税率は 31.73%（平均税率）である。年収がそれを超え、
60 万 4,700 クローナ（725 万 6400 円）までの人は地方税 31.73% の上に国税 20% が上乗せ
され、60 万 4,700 クローナを超える人はさらに国税 5%（合計で国税 25%）が上乗せされる。
この上乗せ部分がスウェーデンの個人所得税の唯一の累進課税部分で、しかもこの部分だけが
国の個人所得税収なのである（Skatteverket,2013,s.134）。だから、もともと国の個人所得税





マイナスである。マイナス額は、2007 年（－ 220 億クローナ）、2008 年（－ 594 億クローナ）、
2009 年（－ 936 億クローナ）、2010 年（－ 989 億クローナ）、2011 年（－ 1,103 億クローナ）






























なお、この社会保険料は 27-65 歳の雇用者に適用される保険料で、26 歳以下の雇用者には







表 3 をみれば、雇用主負担の保険料は中央政府と社会保障基金に分かれている。表 3 には
載せていないが、1995 年は中央政府 5.8%、社会保障基金 18.0% だった。それが、2000 年に
は中央政府 15.1%、社会保障基金 5.3% と激変する。2000 年に社会保障基金の編成替えがお
こなわれたためである。
社会保障基金のところをみると、被用者負担の社会保険料がある。これは一般年金保険
料（Allmän pensionsavgift）と言われるもので、2000 年から 7.00% になっている。この








元化をめぐる実態と課題に関する調査研究』No. 49 、独立行政法人 労働政策研究・研修機構）152 ページ。
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2000 年から 2007 年までは個人所得税だけである。地方政府がおこなう現物給付の財源を住
民が個人所得税で直接負担するというのは、住民が公助の形式を使って相互扶助するというこ
とであり、きわめて筋の通った合理的な論理である。税における“負担と受益の見える化”の




では、日本はどうか。表 4 は日本の一般政府の全税収を 100 としたときの「3 つの政府」
の主要税目の割合である。なお、日本には存在しない社会保険料での「分類外の負担」と賃金
課税は省いた。
（注 30）伊藤正純（注 3）、46 ページ。
（注 31）藤岡純一『スウェーデンの財政』有斐閣、2001 年、99-100 ページ。
表４　日本　中央政府　地方政府　社会保障基金での主要税目の割合（％）
OECD(2009,2010,2011,2012,13),Revenue Statistics より作成
2007 2008 2009 2010 2011 2007 2008 2009 2010 2011 2007 2008 2009 2010 2011
各政府税収計 36.0 32.9 31.5 33.0 33.3 27.6 28.4 27.6 25.9 25.2 36.4 38.6 40.9 41.1 41.4
所得課税 21.1 18.0 15.6 17.6 18.0 15.3 15.7 13.9 12.6 12.2
個人所得税 11.0 10.8 10.1 9.8 9.9 8.6 9.2 9.9 13.3 8.5
法人所得税 10.1 7.2 5.5 7.8 8.1 6.7 6.5 4.1 3.8 3.7
社会保険料 36.4 38.6 40.9 41.1 41.4
被用者負担 15.9 17.2 18.7 18.8 18.0
雇用主負担 16.5 17.9 18.4 18.6 19.0
自営業者等負担 4.0 3.6 3.9 3.6 4.5
財産課税 1.9 1.8 1.9 1.7 1.9 7.1 7.6 8.3 8.0 7.8






表 4 をみると、中央政府の割合が大幅に減っている。表には載せていないが、1990 年には
48.0% あった。それが、2007 年 36.0%、2011 年 33.3% と 1990 年より 14.7 ポイントも減少




減少分は、ほぼ社会保障基金の増加に対応する。1990 年の 26.4% から 2011 年の 41.4% は
15.0 ポイントの大幅増であるが、これは中央政府の減少分 14.7 ポイントにほぼ対応している。
増加の内訳は、雇用主負担が 12.7% から 19.0% と 6.3 ポイント増、被用者負担が 10.6% から
















社会保険料控除の規模は、西沢和彦によれば、2009 年度の所得税において 22.8 兆円で、これ
は給与所得控除の 63.1 兆円に次ぐ 2 位で、所得税控除と言ったときに真っ先に思い浮かぶ基







に与える影響 ― マイクロ・シミュレーションの手法を用いた将来推計 ―」2013 年 6 月 23 日、日本経済
学会報告用資料。
（注 33）西沢和彦（注 17）、105 ページ。
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「（1） 年収 200 万円の世帯は、税負担が消費税だけの年 6 万 6 千円（3.3%）に対し、保険料




保険料負担は 65 万 5 千円（13.1%）。（3） 年収 1 千万円でも税負担 124 万円（12.4%）より保
険料負担 128 万円（12.8%）の方が重い」。
「一方、（4） 年収 1 千万円を超えると税負担が社会保険料負担を上回る。年収 2 千万円では、
税負担が 480 万円（24%）に対し、保険料負担は 166 万円（8・3%）」。
「国税庁の統計だと、サラリーマンの納税者で 2006 年に年収 1 千万円を超えたのは全体の
5%。大半のサラリーマンにとって保険料負担の方が重いと言える。/ 日本の所得税は、所得が
上がるにつれて税率が 5~40% と段階的に上がる累進課税。財務省によると、最も低い 5% の
所得税率が適用される人（夫婦と子ども 2 人の世帯で年収 608.5 万円以下）が納税者全体の 6
割を占める。実際には、年収からサラリーマンの経費とみなされる給与所得控除や配偶者・扶
養家族の数などに応じた各種控除を引いた所得に課税するため、年収に対する負担率は 5% を
下回る。一律 10% の個人住民税を合わせても、年収 600 万円以下では年収に対する税負担率
は 5% に達しない」（/ は改行）。
「これに対し、厚生年金や健康保険などサラリーマンの社会保険料は、所得が低くても一定
の保険料率が適用される。厚生年金の場合、月収（標準報酬月額）が 9 万 8 千円以上であれ
ば加入者本人に 7.675% の保険料がかかる。雇用保険料や介護保険料などを合わせると、年収
200 万円でも保険料の負担率は 13% 近くになる。/ 保険料の負担率は年収 1 千万円を超えると
下がり始め、年収 1600 万円を超える高額所得者では負担率が 10% を切る。/ 個人事業主など












を 100 とした割合でいうと、中央政府は、所得課税 52.3%、財産課税 5.7%、消費課税 40.0%




年度予算・地方財政計画額）」をみると、国税 53 兆 6,456 億円の内訳は、所得税 27.6%、法
（注 34）財務省「国・地方の主な税目及び税収配分の概要」をみよ。
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人税 18.7%、消費税 28.6%、その他 25.1% である。したがって、消費税が所得税とならんで
基幹税になっている。これに対して、道府県税と市町村税を合計した地方税 35 兆 0,806 億円
の内訳は、個人住民税 34.2%、地方法人二税 15.3%（法人住民税 7.7%、法人事業 7.5%）、地





道府県税 14 兆 6,620 億円の内訳は、個人道府県民税 33.7%、地方法人二税 23.1%、地方消
費税 20.5%、自動車税 10.6%、軽油引取税 6.4%、その他 5.7% である。地方消費税は、消費
税率が 5% に引き上げられた 1997 年に 1% 分が都道府県税として配分された。2014 年 4 月以
降は消費税率 8 パーセントのうち 1.7% が地方消費税分になった。なお、法人二税のうち法人
事業税は道府県民税で、市町村税にはない。
これに対して、市町村税 20 兆 4,186 億の内訳は、個人市町村民税 34.6%、法人市町村民税
9.6%、固定資産税 42.2%、都市計画税 6.0%、その他 7.6% である。したがって、市町村税にあっ
て道府県税にないものは、固定資産税と都市計画税である。合わせると、48.2% で、市町村税
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納世帯が 2 割近い約 370 万世帯に達する ｡ とくに滞納が長い人は通常の保険証を使えず ､ 市
区町村が主に 1 カ月 ､3 カ月 ､6 カ月の短期保険証を出す」｡ 短期保険証で暮らす世帯は高齢化
や非正規労働の増加などで約 120 万世帯にふくれあがった｡「国民健康保険の加入者は ､ 年金
で暮らす高齢者など無職の人が約 43%､ 非正規労働で働く人が約 36%､ 自営業者が約 15%､ 農
家などが約 3%｡ 所得に対する保険料の負担率は ､ 企業が保険料の半分を出す健康保険組合や


































と、（2） 社会保険料が貧しい者にとっては、事実上、人頭税（poll tax）だという 2 つの問題
がある。なお、人頭税は、納税能力に関係なく、すべての国民 1 人につき一定額を課す税で、
天下の悪税である。だから、ほとんどの国で採用できない税である。




まる。正社員の 4 分の 3 以上の者は厚生年金に加入でき、国民年金の第 2 号被保険者になれ、
健康保険にも加入できる。しかし、4 分の 3 未満の者だと、今度は年収と既婚かどうかで場合
分けされる。年収 130 万円以上だと、国民年金第 1 号被保険者で国民健康保険被保険者、年
収 130 万円未満で被扶養配偶者なら国民年金第 3 号被保険者で、扶養者の医療保険に自動加
入できる。雇用保険の資格要件は 1 年以上の雇用継続の見込みである。そして、週の所定労



















定した。厚生年金の保険料（9 月引上げ）は、2008 年度末 15.35%（被用者負担 7.68%）が
2014 年度末 17.47%（被用者 8.74%）になり、2017 年度末の 18.30%（被用者 9.15%）まで
上がり、この保険料で以後固定する。保険料は、事業主と被保険者とで折半だ。
厚生年金の保険料の計算式は、①毎月の保険料額 = 標準報酬月額×保険料率、②賞与の保
険料額 = 標準賞与額×保険料率である。ここで重要なのは、①の標準報酬月額が、現在、1 等
級（9 万 8 千円）から 30 等級（62 万円）までに分かれていることである（煩雑になるので、
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「平成 26 年 9 月分からの厚生年金保険料額表」の一般被保険者（保険料 17.474%）をみると、
標準報酬月額上限（62 万円）の保険料額は 10 万 8,338 円なので、被保険者（8.737%）負担
の保険料額は 5 万 4,169 円である。だが、この 62 万円が標準報酬月額の上限だ。だから、月
給 62万の人も 620万円の人も標準報酬月額（62万円）は同じなので、保険料額は同じ 5万 4,169
円だ。では、これによって何が起こっているのか。
元大蔵省職員の武田知弘は、「億万長者の社会保険料負担率はわずか 2% 以下」と指摘する。
厚生年金の場合、「62 万円超の収入がある人は ､ いくら収入があろうが ､62 万円の人と同じ
額の保険料しか払わなくてすんでしまうのだ ｡ となると ､ 毎月 620 万円もらっている人の保
険料負担率は 0.8% であり ､62 万円の人（8%）の 10 分の 1 である｡ このように ､ 収入が多け
れば多いほど ､ 社会保険料の負担率は下がるしくみになっている」｡ その結果、億万長者（年
1 億円）の負担率は、税（所得税 ､ 住民税）は約 40% だが、社会保険は約 2%、したがって、
合計負担率は約 42% である。これに対して、年収約 500 万円の平均的所得者の負担率は、税
は約 30%、社会は約 14%、したがって、合計負担率は約 44% になる。だから、億万長者の負










では、厚生年金の標準報酬月額が最低の 1 等級（9 万 8 千円）の保険料額はいくらか。一般
被保険者の保険料額は 1 万 7,124 円なので、その半額の 8,562 円が被保険者の保険料額である。
月 8 千 500 円、これを念頭において、次に、国民年金の保険料をみていく。
国民年金（4 月引上げ）の保険料（定額の保険料額だが、ここでは保険料という）は、2008
年度末が 1 万 4,420 円、それが 2014 年度末に 1 万 6,100 円、そして 2017 年度末の 1 万 6,900
円にまで上がって固定する。では、1 万 6,100 円の保険料は、厚生年金のどの等級の被用者負
担額に相当するのか。標準報酬月額 12 等級（19 万円）の保険料額 1 万 6,600 円がいちばん近い。
それは、月収 18 万 5,000 円から 19 万 5,000 円の範囲の被保険者なのである。しかも、この
被保険者はこれによって厚生年金の保険料と同時に国民年金（第 2 号被保険者）の保険料も払っ














国民年金事業の概況」によると、2011 年度の国民年金受給者の平均年金額は 5 万 4,000 円だが、
厚生年金の受給権をもっていない人は 4 万 9000 円と 5 万円を切っている。その国民年金の給










国民健康保険の HP に東京 23 区の計算方法が解説されている。例として加入者 3 名（世帯
主 40 歳男性・妻 40 歳無職、子供 10 歳）、加入者全員の住民税年額 20 万の場合でシミュレー
ションしている（注 38）。
まず「所得割額」の算出。① 加入者全員の住民税年額× 0.8 → 200,000 円× 0.8=160,000
円。② 加入者全員の住民税年額× 0.23 → 200,000 × 0.23=46,000 円。③ 40~64 歳の方の住
民税年額× 0.19 → 200,000 × 0.19=38,000 円。④（① + ② + ③の合計）160,000 円 +46,000
円 +38,000 円 =244,000 円。この 24 万 4,000 円が所得割額である。
次に、「均等割額」の算出。⑤ 加入者数（3 名）× 31,200 円 =93,600 円。⑥ 加入者数（3
名）× 8,700 円 =26,100 円。⑦ 40~64 歳の加入者数（2 名）× 12,000 円 =24,000 円。⑧（⑤
+ ⑥ + ⑦の合計） 93,600 円 +26,100 円 +24,000 円 =143,700 円。この 14 万 3,700 円が均等割
額である。
（注 37）駒村康平（注 16）127 ページ、174 ページ、137 ページ。
（注 38）http://5kuho.com/html/keisan.html
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だから、国民健康保険料の年額は、所得割額 + 均等割額の合計（⑨ 244,000 円 +143,700 円）
の 38 万 7,700 円である。1 ヶ月当たり、3 万 2,308 円となる。
このように国民健康保険料は、その世帯所得と加入者数によって決定する。つまり、所得
が多ければ多いほど、また加入者数が多ければ多いほど保険料は高くなる。ただし、上限額が




純化する）。この人にも「均等割額」はかかる。この例では、年額 14 万 3,700 円だ。これは 1 ヶ






60 歳未満の低所得者や無職者には、国民健康保険料（東京都の例では最低でも月 1 万 1,975




決すべきである。（1） 人頭税になっている国民健康保険と介護保険と国民年金（第 1 号）は、
財源を社会保険料ではなく税に切り替えること。そうでないと、問題は解決しない。（2） 本来、
社会保険は労働者としてのリスクに対する雇用主責任としての備えなので、社会保険料は労働
コストとして全額雇用主負担に変更し、保険給付は現金給付に限るべきである。そして、これ
らの原則に基づいて、社会保険制度を抜本的に制度設計し直すべきある。
以上、スウェーデンと日本の税収構造の分析してきた。スウェーデンの税収（租税と社会
保険料）には明確な論理があり、税における“負担と受益の見える化”がわかる。ところが、
日本の税収（租税と社会保険料）には明確な論理がなく、税における“負担と受益の見える化”
がみえてこない。多くの国民が政府への信頼を持てないのは当然である。本稿の分析からわかっ
たことは、日本の財政再建への道筋は消費税増税などではなく、累進課税を強化する方向での
所得税の再建や、社会保険の守備範囲の大幅削減など、抜本的な税収構造の改革でなければな
らないということである。これをもって本稿の結語としたい。
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